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研究成果の概要（和文）：プロジェクトマネジャー(PM)行動がプロジェクト(PJ)に与える影響を導出可能なPJ挙
動シミュレータと準最適なPM行動を学習する機械学習(AI)エージェントを用いてPJ局所最適化抑制法の確立を試
みた．
全体アーキテクチャの検討から，個別事例のビジネス環境シミュレータとそれを容易に構築できる仕組みの必要
性が認識され，その構築方法を整理体系化した．PJのSQCD目標だけでなく，ビジネス環境のシミュレータを通じ
プロジェクト完了後のアウトカム/インパクトを推定し評価指標に加えることで局所最適化が防止できること
を，AIエージェントを用いた仮想シミュレーションにより準数理的に導出できた．

研究成果の概要（英文）：An attempt was made to establish a method for preventing local project 
optimization, using a PJ simulator that can derive the impact of the project manager's (PM) actions 
on the project (PJ) and an artificial intelligence (AI) agent that learns sub-optimal PM decisions.
From the study of the overall architecture, the need for a business context simulator for individual
 business cases and a method to easily build it was recognized, and the building method was 
developed. Not only the SQCD goals of the PJ, but also the outcomes/impacts after project completion
 were estimated and evaluated by the business context simulator. The fact that local optimization 
can be prevented by adding the post-project outcome/impact to the indicators was derived 
quasi-mathematically using a virtual simulation with an AI agent.

研究分野：社会システム工学

キーワード： 構成的アプローチ　社会イノベーションプロジェクト　プロジェクトマネジメント　プログラムマネジ
メント　ビジネスシミュレーション　強化学習　機械学習　局所最適化防止
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研究成果の学術的意義や社会的意義
高度な情報通信技術(ICT)を活用した社会イノベーション(Society 5.0，DX)が期待されている．イノベーション
を成功に導くにはプロジェクトマネジメント(以降PMと記)が重要であるが，プロジェクトの成功率は50%にも満
たない．本研究では，ビジネス環境シミュレータを通じプロジェクト完了後のアウトカム/インパクトを推定し
評価指標に加えることで局所最適化が防止できることが明らかとなり，また，それに必要なビジネス環境シミュ
レータの構築方法を整理体系化した．これらの成果が産業界に普及することで，社会イノベーションプロジェク
トの成功率を高めることができると考えられる．

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 

Society 5.0 の実現に向け IoT，Big Data，AI といった高度な情報通信 (ICT) 技術を活用した社
会イノベーション (DX: Digital Transformation) が求められている．一方で ICT 構築プロジェクト 
(PJ) の成功率は，例えば，日経 BP 社が実施した実態調査では 26.7% (2003 年)，31.1% (2008 年)，
47.2% (2018 年) に過ぎない．PJ 成功率の向上にはプロジェクトマネジメント (PM) 力の強化が
不可欠とされ数多くの PM 研究が推進されてきたが PJ 成功率は依然として低く，PM 研究のブ
レークスルーが求められている． 

これまでの PM 研究は，実証的アプローチや分析的アプローチによるものが大勢を占める．
PM 研究は，研究対象である PJ の (1)独自性，(2)長期性(結果評価までの期間が長い)，(3)少数
性(同一母集団に属するサンプルが少ない)，(4)試行困難性(失敗が許されず極端な条件での試行
が困難) 等の性質により，定常業務(生産管理等) に関する研究と比較して独特の困難さを伴う．
まさに構成的アプローチが求められる研究分野であるが構成的研究は未だ少ない．構成的アプ
ローチにより，PJ とそれを取巻く環境に内在する問題構造の理解が進むことで，これまで見落
とされていた視点からの新たな進展が期待できる． 
 
２．研究の目的 

構成的アプローチに基づき，AI (機械学習) エージェントと PJ 挙動シミュレータを用いて，PJ
とそれを取巻く環境に内在する局所最適化構造を純数理的に明らかにし，PJ 局所最適化抑制法
を確立することを研究目的とする． 
 
３．研究の方法 

全体アーキテクチャの検討 [1] から，PM 機械学習エージェント，プロジェクト挙動シミュレ
ータだけでなく，ビジネス環境シミュレータを加えた，全体アーキテクチャにより，仮想実験環
境を構成することとした(図 1)．ビジネス環境シミュレータは，仮想実験の対象であるビジネス
事例毎に異なるため，一般化・汎用化することが難しく，個々の事例に合わせビジネス環境シミ
ュレータを容易に構築できる仕組みの必要性が認識された． 
そこで，(1) ビジネス環境シミュレータ構築法を確立し，次に (2) 仮想のビジネスモデル変革

シナリオを想定し，構築されたビジネス環境シミュレータと，PM 機械学習エージェント，プロ
ジェクト挙動シミュレータを統合した仮想実験環境を用いて，シミュレーション実験を行う．こ
れにより，PJ とそれを取巻く環境に内在する局所最適化構造を純数理的に明らかにし，PJ 局所
最適化抑制法を確立する． 
 

 
図 1 仮想実験環境の全体アーキテクチャ [1][2] 

 
４．研究成果 
 
(1) ビジネス環境シミュレータ構築法 

ビジネス環境シミュレータ構築法の検討を行った．仮想実験環境では，ビジネスモデル変革に
基づく社会イノベーション PJ における PM の意思決定や行動がビジネスの成否や社会に及ぼす
影響をシミュレーション実験したい．そのためには，変革前 (As-Is) のシミュレーションモデル
で変革前の状況を再現し，そこに変革後のあるべき (To-Be) のメカニズムを加えシミュレーシ
ョン実験を行う必要がある(図 2)．変革前 (As-Is) と変革後 (To-Be) の構築を容易にするために，
シミュレーション可能なビジネスモデル記述フレームワークが必要となる． 
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図 2 ビジネスモデル変革におけるビジネス環境シミュレータの位置付け [3] 

 
そこで，これまで実施してきた，様々な業界において企業の経営戦略や経営施策の違いが業績

に与える影響を，シミュレーション構築を通じて明らかにする研究群で得られた知見，及び，
SDGs ビジネス事例集の分析に基づき，ビジネス環境シミュレータを構築するためのシミュレー
ション可能なビジネスモデル記述フレームワーク (図 3) を確立した [2]． 
 

 
図 3 シミュレーション可能なビジネスモデル記述フレームワーク 

 
シミュレーション可能なビジネスモデル記述フレームワークは，大きく，①自社に関するメカ

ニズム，②市場・顧客に関するメカニズム，③外部資源 (主にパートナー) に関するメカニズム，
④競合に関するメカニズム，⑤外部要因，⑥環境・社会・経済へのインパクトの記述要素から構
成される．このフレームワークに従い，図 2 に示すように，ありのままの (As-Is) シミュレーシ
ョンモデルを構築し，それを拡張する形であるべき (To-Be) シミュレーションモデルを構築す
る．この際，現状のビジネスモデルの状況を再現できる As-Is シミュレーションモデルを構築す
るための手法として，企業の開示する財務情報を活用する手法を提案した [3]．また，社会シス
テムに特有な様々な利害関係者の判断ロジックをシミュレーションモデルに組込むための手法
も提案した [4]． 
 
(2) 仮想実験環境を用いた仮想実験に基づくプロジェクト局所最適化抑止法の提案 
仮想実験として，引越業を生業とする企業が，廃棄物削減への貢献を目指し ICT 技術を活用

して収益向上を図るといった仮想シナリオを想定し，構築したビジネス環境シミュレータ構築
法に基づき，ビジネス環境シミュレータを構築した [5]．その概略を図 4 に示す． 
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図 4 仮想シナリオのビジネス環境シミュレータ [5] 
 
構築されたビジネス環境シミュレータに，PM 機械学習エージェントと PJ 挙動シミュレータ

を統合し，仮想実験環境を構築した．この仮想実験環境を用いて仮想シミュレーション実験を行
った結果を図 5 に示す．シミュレーション条件，すなわち PJ 評価基準として，スケジュール重
視型 (S)，コスト重視型 (C)，バランス型 (B) の 3 種類と，スコープ調整許容型 (1)，スコープ
調整抑制型 (0) の 2 種類の組合せ (S1，C1，B1，S0，C0，B0)，更には，新ビジネスモデルの収
益 (プログラムベネフィット) を PJ 評価基準としたプログラム型 (PG) を加えた 7 種類を与え
たシミュレーション実験を行った．シミュレーション実験においては，PJ 挙動シミュレータ上
での PJ 制御行動を，PM 機械学習エージェントが反復実施することで，PJ 評価基準に適合した
準最適な PM 行動を学習させている． 

PJ の SQCD 目標の達成を図る指標 (S1，C1，B1，S0，C0，B0) を PJ 評価基準とした場合，
PJ 完了後のアウトカム/インパクトの最大化を図る指標 (PG) と比較して，PJ のコスト超過やス
ケジュール遅延は抑えられており，PJ としては成功している (図 5 左)．一方で，プログラムベ
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ネフィットでは，PG 型が最大となっており，PJ の SQCD 目標の達成を図る指標 (S1，C1，B1，
S0，C0，B0) を PJ 評価基準とした場合には，PJ としては成功と認められるが，ビジネスの収益
では劣る結果となり局所最適化を招いていることといえる． 
 

 

図 5 仮想実験環境を用いたシミュレーション結果 
 
 
最後に，結論を纏める．全体アーキテクチャの検討から，個別事例のビジネス環境シミュレー

タとそれを容易に構築できる仕組みの必要性が認識され，その構築方法を整理体系化した．PJ の
SQCD 目標だけでなく，ビジネス環境のシミュレータを通じプロジェクト完了後のアウトカム/
インパクトを推定し評価指標に加えることで局所最適化が防止できることを，AI エージェント
を用いた仮想シミュレーションにより準数理的に導出できた． 
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